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１．運営方針 

   地域の財産となるべく施設づくりをめざし、二つの取組みを行って参り

ます。一つめは施設内で取組んだ活動を、今年度は地域へ広げていきま

す。現在実施している施設前の地域清掃について区域を広げ、小学生下校

時の見守り活動と併せて実施します。 

   二つめとして、入所者が地域への貢献活動を通じて、各自が地域の一員

であることの自覚を持つこと、また、外出等を通じて社会とのかかわりが

希薄にならないよう取り組みます。 

 

ステップアップ事業 （※新型コロナウイルス感染症対策期間中は取組み

を見合わせています。） 

  老若男女が集える施設へ 

   近隣の高校、大学、専門学校生に、施設行事のボランティアや保育園の

職業体験を通じて施設に来る機会を作り、入所者とのかかわりや施設の活

動へ気軽に参加できるよう働きかけていきます。 

   

達 成 目 標 

   様々な機会を通じて、あらゆる世代が気兼ねなく出入りできる施設づく

りを目指します。 

 

２．重点項目 

  利用者の施設生活の活性化と地域での自立した生活をめざして 

  ①公共交通機関を活用した外出を実施し、施設内にとどまらず、社会にお

いて自立した生活が営めるよう支援していきます。 

  ②施設内での自主的な清掃等の活動、農作物の生産等をとおして地域との

交流を深め、社会的貢献活動及び就労の可能性も見据え、地域での在宅



生活を意識した自立支援を推進します。 

 

  介護ロボット、ICT機器等の活用 

  ①Wi－Fi環境の構築・スマートフォン及び Buddycom等のアプリケー 

ションの導入を行い、業務効率化及び職種間の連携の許可を図ります。 

  ②スマートフォンの使用による、ペーパーレスによる情報共有方法等を構

築します。 

 

  担当制保育による、質の向上とアタッチメントの形成 

3対 1の担当制保育を取り入れ、アタッチメントの形成を促進すること

により、子どもの情緒の安定が保たれ、安心して園での生活を送ることが

できるようにします。 

 

３．地域公益事業 

  地元小学生の放課後の居場所づくり 

   働いている親が安心できる、放課後の子供たちが過ごす場所として、施

設行事等に参加した学生ボランティアによる学習の機会や、入所者や地域

の方々の協力を得て、様々な遊びや学習、体験イベント等を企画し楽しん

で立ち寄れる場所を作っていきます。 

 

  リスクマネジメント機能の強化 

   地震や台風、火災等の災害によって生活に影響を受けた地域の方々に対

して、備蓄食糧の提供はもとより、入浴設備の使用など施設が所有する設

備等の提供を行う等、万が一災害が発生した場合でも地域住民への支援を

積極的に進めて参ります。 

 

  ボランティア等の組織化と支援活動 

   『地域を支える』を根幹に認知症の方及びその家族を支える取組みを認

知症サポーター組織の方々と協力し、人が集える場の提供を行います。そ

の一つの取組みとして、サポーターのやりがいや養成講座後の実践の場と

して認知症カフェの運営を継続し、認知症の方々やその介護者が集える場

を提供して参ります。 

 

４．実施事業一覧 

 豊中市立養護老人ホーム永寿園とよなか（定員 70名） 

 特別養護老人ホーム永寿園とよなか（定員 29名） 



 短期入所生活介護（定員 11名） 

 企業主導型保育えいじゅ・とよなか保育園（定員 12名） 

 

５．施設管理 

   昨年度に引き続き、経年劣化による建物・設備への不具合が生じてお

り、日常のメンテナンスを継続的に実施するとともに、整理整頓及び清潔

保持に努めます。また、日頃より定期的な点検を実施し、大規模な修繕に

到らないよう、早期発見・こまめな修繕を適切に行うことで、建物設備等

の適正な施設管理を図ります。 

 

６．労務管理 

スマートフォンやアプリケーションの活用を図ることで、介護記録や会

議録の作成をより効率的に行うことで、業務省略化・効率化を検討し、職

員の適正な労働時間の管理に繋げます。 

マッスルスーツの導入を図ることで、入所者の残存機能の活用及び、職

員の身体的負担の緩和を図ります。 

年次有給休暇の計画的な取得について、昨年度の実績を基に、職員個々

が計画的に休暇の取得ができるよう各事業所にて取得状況の管理を行い、

適切に取得することにより労働者のリフレッシュの機会を確保していきま

す。 






